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はじめに
１． 21世紀に入って10年になる。改めて前世紀を振り返ってみると、20世紀
は、動乱の世紀、戦争の時代、そして革命の世界だったといえるのかもしれな
い。その呼び方をどうするかはともかく、18世紀後半からの産業革命ののち、欧
州を中心とするNation State Systemをベースにして、国際連盟と国際連合と
いう、集団的安全保障体制を構築した普遍的国際組織を誕生させ、かつまたその
限界も露呈させた過程だったとみることはできよう。そして、ヴェルサイユ体制
が誕生した1919年と、東西冷戦の「終わりの始まり」になった1989年の二つの年
が、この世紀を象徴する二つの年だったという主張をしたいのは、英国の代表的
学者外交官、ロバート・クーパーだけではある
(１)
まい。
２． その1989年の冷戦構造の終わりの始まりは、また、国際社会がこれまで
にない新しい構造を構築しようとする時代の始まりをも意味していた。英・仏を
中心とした欧州主導の、特に独・仏の対立を軸とした国際関係から、第二次大戦
後の米・ソの二極対立を基礎とする国際関係が長く続いた。1960年代のアジア・
アフリカ諸国の独立による多極化の様相も加わったが、これによって顕在化した
南北対立も、基本的には東西冷戦の投影としてのものとしてとらえられていた。
この構造が終わり出すと、1990年初めには、唯一の超大国となった米国による一
極化が出現したが、しかしこの時代は長くは続かなかった。イラク戦争の状況と
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(１) Roberto Cooper,The Breaking of Nations, 2003,GROVE PRESS ---P. 3
いうだけではない。結局のところ、いかに圧倒的な唯一の超大国とはいえ、米国
が一国のみですべてを仕切れる状況ではなくなっていたのである。
３． これを、bi/polar-multi/polar-uni/polar、そして non/polarというか
は定かでな
(２)
いが、確実にいえることは、国際社会が構造的に大きな変化＝パラダ
イム・シフトを起こしていて、これまでのような主権国家の併存を基礎構造とす
る国際関係の伝統的な概念だけでは、発生している諸課題に有効に対応できなく
なっている、ということである。アルカイダのような国際的テロリスト集団によ
る大規模テロがその典型であるし、アフガンで行われている武力の行使を含む国
際的活動は、これをこそ食い止めようとして開始されている。いや、問題は、そ
のような武力の行使に関わる問題だけではない。国境を越えて世界中に蔓延する
鳥インフルエンザの脅威、地震・津波などの大規模災害の発生とそれへの対策。
こういった課題となると、一主権国家の国内管轄権の問題としてだけ捉えていた
のでは、全く有効な手が打てなくなる。水・衛生、国際保健システム、地球温暖
化や気候変動といった地球規模の諸課題も、こういった諸課題の重要な例であ
る。
４． 新たな課題が主権国家の範囲、すなわち国境を越えて発生している、と
いうだけではない。これまでの国際関係の中では、主権国家の果たす役割が圧倒
的で、個人とか、その他の国家でないものが意味のある主体、プレーヤーとなる
ことは、ほとんど限定的な場合のみであった。確かにヴェルサイユ体制の一部と
いってよい形で成立した ILO条約では、すでに100年近く前になる1918年に政府
に加え使用者側と労働者側という形で non-state actorに一定の国際関係におけ
る主体性を与えているし、20世紀後半の国連憲章の下での国際法では個人の法主
体性も、特に人権の分野などで顕著に与えられてきている。しかし、先に見た国
際社会のパラダイム・シフトの中では、これまでとは比較にならないレベルで
non-state actorが登場し、かつ、国境を越えて国際関係を律する主要なプレ
ーヤーになってきている。このところ、あらゆる主要な国際会議で civil society
の代表が大きな役割を演じていることは、これを象徴している。中東地域での協
議機会である
(３)
BMENAでの議論でも、そうであった。ここで civil societyには、
(２) Richard N.Haas,The Age of Nonpolarity,Foreign Affairs(New York,2008May/
June,Volume87 No. 3),
(３) Broader Middle East and North Africaの略。ブッシュ大統領が唱導した「拡大中東
構想」。中東の民主化に資するために、拡大中東地域と G8が協力をしようというテーマでの
会議。
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「国境なき医師団」や国際的な環境団体などのNGO、ゲーツ財団のような巨大
な国際的性格を持つ組織、エネルギー関連の巨大企業のような多国籍企業、国連
諸機関のような専門的な国際機関、国際赤十字（ICRC）のようなそれに準ずる
国際的な組織、といったものがすべて包含されているとみた方がよい。さらに
は、non-state actorとして実際に負の意味ではあるがきわめて大きな影響を
持つに至っているアルカイダのようなテロリストグループも、そのようなものと
してとらえる必要があるのかもしれない。いずれにせよ、国際社会全体の中で、
このような構造的な変化が劇的なスピードで発生していることに、もう少し感度
を高める必要である。
５． このような“パラダイム・シフト”の中にあっても、日米安保条約に基
づく同盟体制の強化とか、国連安保理による強制行動の強化とかといった問題
は、その重要性を決して減じてはいない。それどころか、日米安保条約の運用に
関わる、たとえば沖縄の普天間基地の問題も解決されていないし、北朝鮮の核、
ミサイル、そして拉致問題も最終的解決からはほど遠い。根本的に、朝鮮半島を
巡る状況は、悪化の方向に向かっている、といってよい。台湾海峡を巡る構造で
さえ、基本的には同じままである。ロシアとの間の北方領土問題も解決のめどさ
えも立っていない。国連の強制行動に我が国がどこまで「参加」できるか、ある
いはすべきかという根本的課題も、議論が終焉するところまでも到底至っていな
い。つまり、このような、いわゆる「伝統的な安全保障上の諸問題」の重要性
は、減ずるどころかますます困難で重要になってきている。しかし、それと同時
に、上記でみたような新たな展開の中での諸課題が、単に人道的な問題とか、科
学の問題とかといった範疇を超えて、国際社会の主要国の指導者たちが自ら取り
上げて折衝をしようという様に、国際社会の主たる政治的アジェンダになってき
ていて、これらもまた国際社会全体を脅かす「安全保障上の重要課題」である、
という認識が急速に広まりつつある。テロや感染症、鳥インフルエンザの蔓延が
人間一人一人の安全を脅かすばかりでなく、各主権国家にとっても安全保障上の
課題になるというのはわかりやすいであろう。しかし、例えば気候変動の問題
も、温暖化による水面上昇は国境線、領海線に大きな影響を与えるし、旱魃の深
刻化により難民が大量に発生すれば、単なる人道問題では済まなくなるだろう。
本当に近い将来そうなるかは確定的ではないかもしれないが、北極海の氷が解け
れば、船舶の航行に多大なる変革をもたらし、これは軍事上の大きな関心事とな
る。このように、地球規模の諸課題の多くが、いわば、「非伝統的な安全保障問
題」になっているので
(４)
ある。我が国は近代化以来、伝統的に二国間関係で国際約
束の枠組みを作成することを重ね合わせて国際関係のマネジメントを行おうとす
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る思考傾向が強かったように見えることもあって、“パラダイム・シフト”にお
ける「非伝統的安全保障問題」に対する「感度」が、鋭く研ぎ澄まされてこなか
ったように思われる。
６． 本来は、このような観点から、地球規模の諸課題を幅広く取り上げ、
我々の発想を大きく飛躍させる一助とすべきなのであるが、筆者の能力と紙面に
大きな限界があることから、本稿では、このような論点の典型的な例として、地
球温暖化問題を巡る気候変動枠組交渉を取り上げて、その側面から我々が何を考
えていかねばならないかを示唆していくこととしたい。
Ⅰ． 地球温暖化と気候変動に関する国際的枠組
（１) 地球温暖化問題
(イ) 大気中の二酸化炭素などのガスは、太陽からの日射を地表から赤外線の
形で放射する熱を吸収し、再び地表に向かって放射する。このことによって地表
の温度は我々の生存に適したもの（全球平均で約16度 C）に保たれる。これが
「温室効果」であり、そのような役割を果たすガスが、「温室効果ガス」であっ
て、後に述べる気候変動枠組条約の下で作成された京都議定書ではその附属書
Aで、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフル
オロカーボン（HFCs）、パーフルオロカーボン（PFCs）、六フッ化硫黄（SH6）
の六種類の温暖化効果ガスをカバーすることとした。本稿で CO2等と言うとき
には、正確にはこの六種類のガスを指している。
特に18世紀後半の産業革命以来、石炭や石油といった化石燃料を大量に燃焼さ
せることによってエネルギー獲得を飛躍的に増大させて、産業、社会生活、そし
て国際関係にも多大な進歩と変革をもたらせて以来、人為的な CO2等の排出は
これまで無かった程度で劇的に増大した。このような人為的な CO2等の排出の
拡大で、自然界が植物の光合成などによって吸収して循環させている CO2等の
量を遙かに上回る量の CO2等が、この100年を超える長い年月の間に大気中に滞
留して、それが地球の「温暖化」をもたらしている、というのである。
温暖化効果ガスの濃度が上昇すれば地球温暖化が起こるということは、古くは
19世紀末から指摘されていたそうであ
(５)
るが、やはりより科学的かつ具体的にこの
議論が本格化してくるのは、1988年に気候変動に関する政府間パネル（Inter-
governmental Panel on Climate Change＝IPCC）が設置されてからであ
(６)
ろう。この
(４) 大江博『外交と国益―包括的安全保障とは何か』NHK Books、平成19年、199―200
頁。
(５) 進藤雄介『地球環境問題とは何か』時事通信社、2000年３月、48頁。
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報告書によると、過去100年（1906～2005年）の間に世界の平均気温は0．74度 C
上昇したというし、20世紀中の全球平均の海面上昇は0．12～0．22mだそうで、
気候システムに温暖化が起こっていることは間違いなく、かつ、その原因は人為
起源の温室効果ガスの排出増加にあるとほぼ断定している。そして、このままい
くと、気温は1．1度 Cから場合によっては6．4度 C上昇し、海面水位は18㎝から、
大きくなれば59㎝も高くなりうる、と
(７)
言う。そうなれば、誠に大変である。先に
指摘したように北極海の氷は溶けてしまうかもしれないし、小島嶼諸国の中に
は、国土の相当部分が沈没してしまうところも出てくる。旱魃、洪水、台風など
の異常気象、疫病媒介生物生息範囲への影響、生態系への影響など、地球全体に
とって計り知れない事態になりかねない。これは、絵空事ではない、と言うので
ある。だからこそ、これは人間一人一人にとっての安全保障の問題であるだけで
なくて、国家にとっても、そして国際社会全体にとっての安全保障の問題、と言
うわけである。このように大気中の CO2等はますます増加しているので、この
濃度の安定化のためには、それらの排出量を自然界が吸収できる量と同等まで削
減しなければ温暖化は止まらず、そうなれば今みたようなことが現実になってし
まう。専門家の計算によれば、自然の吸収量は2000～2005年の平均で31億炭素ト
ン／年だそうで、また同時期の人為的排出は72億炭素トンというから、我々国際
社会全体としては人間の活動によって排出している CO2等を半分にしなければ
ならない、ということになるのである。
(ロ) 筆者は科学者ではない。だから、本当にこれが正しいかについて断言で
きるだけの知見を持ち合わせていない。実際に、大きな書店に行けば、日本で
も、「温暖化の嘘」といったたぐいの専門家による啓蒙書がたくさん書棚におい
てあ
(８)
るし、事実一昨年暮れから問題になったヒマラヤの雪についての IPCCの報
告は、少なくいっても「大げさであった」と IPCC自体が認めたことが、報道さ
れて
(９)
いる。にもかかわらず、地球温暖化問題を、主として国際関係の“パラダイ
ム・シフト”を象徴する案件としてとらえる立場からすると、このことはそれほ
(６) 村瀬信也「『ポスト京都』の国際枠組―気候変動政府間パネル第４次報告書のメッセー
ジ－」『上智法学論集』第51巻第３╱４号(平成20年３月)73頁。
(７) 2007年のいわゆる IPCC第４次評価報告書は、CLIMATE CHANGE 2007と題された
３分冊からなるもので、この部分は、たとえばその第一分冊である CLIMATE CHASN-
GE 2007-The Physical Science Base(Cambridge University Press, 2007)p. 247.
(８) たとえば、武田邦彦「環境問題はなぜウソがまかり通るのか」洋泉社、2007年３月、伊
藤公紀、渡辺正「地球温暖化論のウソとワナ」KKベストセラーズ、2008年５月。反対に、
山本弘「“環境問題のウソ”のウソ」泉工社、2008年１月。
(９) ibid., CLIMATE CHANGE 2007-IMPACTS＜ADAPTATION AND VULNER-
ABILITY, p. 493.
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ど大きな意味を持たないように思われる。その理由は簡単である。1992年５月に
国連において作成され、６月のリオ・デ・ジャネイロでの「地球環境サミット」
において署名のために開放さ
(10)
れて、1994年３月21日に発効した気候変動枠組条約
では、その第２条で、「この条約――は、――大気中の温室効果ガスの濃度を安
定化させることを究極的な目的とする」と、規定しているからである。平たくい
えば、CO2等の人為的排出増加によって地球の温暖化は進んでいるので、これを
削減して、濃度の安定化をしなければならない、と言っているのである。理由が
あってやや婉曲的な規定になっているのだが、要するにこの段階で、国際法上
は、地球温暖化や気候変動の防止のためには人為的な CO2等の削減がなされる
べし、と合意されたということであるから、国際的な法的枠組においてはこの問
題は決着がついていて、国際社会は CO2等の削減に取り組んで低炭素化社会へ
の変革をなすべきことに合意している、と言ってよいことになる。いくつもの科
学的異論はあるのだろうが、しかし、条約でこのような基本的合意がなされたと
いうことは、世界の科学者の大勢がこのような基本的立場に賛成だったというこ
とに基づいているのではなかろうか。
（２) 気候変動枠組条約
(イ) 上述のごとく、1992年の５月にニューヨークで作成され、同年６月のリ
オにおける地球サミットで署名のために開放されて、多くの国の署名を経て、
1994年３月に効力を発生させたのが、気候変動枠組条約（UN Framework Con-
vention on Climate Change＝UNFCCC）
(11)(12)
である。194カ国・国際機関が締約国とな
っている（2011年１月現在）から、国連に加盟するほぼ全てのメンバーが入って
いる普遍的な「アンブレラ条約」といってよい。同じく1992年のリオの地球サミ
ットで署名のために開放された生物多様性条約もそうであるが、この条約は、地
球温暖化防止のための大きな目的を規定した上で、排出目録の作成、削減計画の
立案など、一定の国際法上の義務は課しているものの（条約第４条）、CO2等の温
室効果ガスの排出について、具体的な数値を持って削減義務をかけてはいない。
この条約の下で「締約国会議（Conference of the Parties＝COP）」を設立し（第７
条１）、それがこの条約の最高意思決定機関と規定した（第７条２）上で、その
(10) 赤尾信敏『体験的環境外交論－地球は訴える』世界の動き社、1993年11月、46頁。
(11) 高村ゆかり、亀山康子編『京都議定書の国際制度―地球温暖化交渉の到達点』「気候変
動枠組条約・京都議定書レジームの概要」（信山社、2002年３月）25―38頁。
(12) なお、地球環境問題に関する国際的枠組についてまとめた文献は、必ずしも多くないよ
うに見受けられるが、水上千之、西井雅弘、臼杵知史編「国際環境法」（有信堂、2001年５
月）は網羅して概説している。
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COPは、議定書を採択できるとして（第17条）、一層詳細な国際法上の義務は、
議定書の作成によって課せられるような仕組みにした。実際に、附属書Ⅰ国と呼
ばれる先進諸国に CO2等の排出削減の義務を具体的に数値をもって課したのが、
1997年の COP3で採択された京都議定書であ
(13)
った。
(ロ) しかしながら、アンブレラ条約である気候変動枠組条約では、その後の
本件に関する国際交渉のよりどころとなる重要な諸原則が規定されている（第３
条）。衡平（equity）の原則及び「共通に有しているが差異のある責任（common
 
but differenciated responsibilities）及び各国の能力（and respective capabilities）」
原則、「発展途上国、脆弱国への特別な事情への考慮」原則、予防原則、持続可
能な発展の原則、開放的国際経済体制への協力原則である。この中でも特筆すべ
き点は、「共通に有しているが差異のある責任」原則である。条約はその前文の
冒頭で、気候変動問題が「人類の共通の関心事（commom concern of human-
kind）」と規定をしつつ、CO2等の人為的排出によって温暖化がもたらされた責
任の大部分は、産業革命以来近代工業化を成し遂げ豊かな生活を享受してきた先
進国（条約上、先進国の明示の定義はない。ただし、条約の附属書Ⅰに掲げられた諸国
は、1990年当時のOECD加盟国及びロシア、ウクライナ、チェコなどの経済移行期に
ある東欧諸国で、条約本文の規定の仕方からしてこの条約では1990年当時の OECD加
盟国が「先進国」と同義に扱われているといってよい。経済移行期にある諸国もそれに
含まれているごとくの規定もある。逆に、この条約で途上国というときには、それ以外
の加盟国のすべてを意味する、ということである）なのであるから、排出削減努力
は先進国の責任であって、途上国はむしろ削減（条約上、「緩和（mitigation）」と
呼ぶ）及び気候変動への「適応（adaptation）」において、先進国から、技術及
び資金を支援される立場にこそある（いわゆる「歴史的責任論」）という議論が背
景になって、このような原則を掲げている。「共通に有しているが差異のある責
任」原則とか「歴史的責任論」は、気候変動の枠組みを構築する国際交渉の中で
最もしばしば論じられる重要論点、と言ってよい。これにも関係するが、「衡平
原則」とは具体的にどのように適用される法規
(14)
範か、とか、これとは別に、「公
平かつ実効的な国際法上の枠組」という時の「公平性」とは何を基準にすべ
(15)
きか
(13) 高村ゆかり、亀山康子編『前掲書』38－43頁。
(14) 山本草二『国際法?新版>』（有斐閣、1994年１月）71－72頁。
(15) ?公平性」についてどう考えるべきか、という点は、この交渉の中で長く議論されてき
た、厄介な問題である。本稿の後に記述されるが、本来はここで議論されていることは、
「公平性」の問題ではなくて、「衡平原則をどう適用すべきか」という問題としてとらえるべ
きもののようにも思われる。この点から混同がある。いずれにしても、ここでは、とりあえ
ず、「公平性」ととらえて、いかなる論点があるかを簡単に触れておく。
研究会報告（杉山) 269
など、法的にも制度的にも議論すべき点は多いが、この点は、後で記述する。
(ハ) ただし、繰り返しになるが、この枠組条約そのものは、このような基本
的原則を規定はしているものの、具体的な CO2等の排出削減義務については、
先進国、途上国を問わずに、規定をしていない。もとより、すべての締約国は、
温室効果ガスの発生源による人為的な排出と吸収源による除去に関する目録を作
成し（４条１ a)、気候変動に対処する国家計画を作成、実施、公表し(４条１
b)、また、これらの実施に関する情報を COPに提供する（４条１ j、12条１）国
際法上の義務を負っているし、これらに加えて附属書Ⅰ国だけに課される若干の
義務も規定されてはいる。しかし、これらのいずれの義務も、CO2等の排出削減
の具体的な数値による義務を課したものではなく、その意味で、「アンブレラ条
約」なのであった。
(ニ) この気候変動枠組条約に関して、細かい点であるかもしれないが、後に
大きな問題となるので一点明確にしておきたい点がある。それは条約締約国会議
（COP）としての意思決定をどのように行うか、という点である。先に結論を要
約すれば、COPとしての機関決定をするときの手続きについては、条約本文に
規定された条約改正の場合の手続き（条約第15条）を除いては、COPでコンセン
サスにより合意、採択されねばならない、と条約本文に規定がある（条約第７条
２及び同条３）にもかかわらず、1995年に開催された第１回締約国会議（COP1）
で、多数決でどう機関決定をするかを議論して以来、今に至るまで一度もこの点
についてはコンセンサスによるいかなる合意も採択されていないため、正確に言
うと、この国際組織については、機関決定をする詳細な手続き規則が存在してい
?歴史的責任」からして、産業革命以来の総排出量で公平性を判断せよ、という議論は、
概念的には成り立ちうるかもしれないが、そもそもデータの取りようがないという点もあっ
て、現実には不可能に近かかろう。やはり、現時点での総排出量を基礎として考えるのが普
通であろう。しかし、その場合でも、一人あたりの CO2等の排出量を基準にすれば最も公
平、という議論はそれなりの説得力をもつ（概略でいえば、2007年時点で、一人当たり排出
の世界平均は4CO2トン。米は約20トン、日、独は約10トン、中国は５トンそしてインドは
１トンとなる）。これ以外にも、GDPあたりの CO2等の排出で比較する方法（これで比較
すると、ロシア3．9kg、中国2．3kg、インド1．7kg、米国0．5kg、ドイツ0．4kg、日本0，24
kgなどとなる）、あるいは限界削減費用（追加的に CO2等を１トン削減する努力に要する
費用）で比較する方法（これによれば、中国は０―３ドル、韓国は21ドル、ＥＵは50－130
ドル程度、米国は60ドル、日本は480ドル程度?それぞれ公にされている2020年までの削減
目標値を達成するために必要な額の試算値>）もあろう。いずれにしてもこの点は、新たな
国際的枠組作りにあたっての一つの大きな論点である。
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ない、という状況にある。いくら国連機関が、その意思決定において欠陥がある
とはいえ、とにかく投票による機関決定ができないのが気候変動枠組条約の
COPなのであるのだから、基本的には、「全会一致」システムで機能麻痺した国
際連盟と同じ、といわれても仕方がないところが
(16)
ある。
気候変動枠組条約第１回締約国会合は、条約が国際法上発効した1994年３月か
ら１年たった95年３月28日から４月７日、ドイツのベルリンにおいて開催され、
いわゆる「ベルリン・マンデート」が採択されるなど成果は上がっ
(17)
たが、上述の
議事手続き規則案については、条約発効前の International Negotiating Com-
mitteeで作成されていた手続き規
(18)
則案の採択が議題になったものの、この手続
き規則案中の、実質事項（all matters of substance）についての投票による意思決
定のあり方の条項（ルール42）についてだけは、合意に至ることができずに、こ
の部分だけをのぞいて、手続き規則が適用されることが、COP決定さ
(19)
れた。
COP2における議論でも、同様であった。爾来、手続き規則の内、実質事項に
関わる投票方式について合意ができずに、COP2以降においても、手続き規則案
を、ルール42のみを除いて適用することが、毎年の COP冒頭で決定されて
(20)
いる。このように、実質事項に関して、投票による何らかの多数決による意思決
定方法が欠落しているため、実際問題として、実質事項に関する意思決定は、コ
ンセンサスによらざるを得ない状態が、COP1の時以来継続している。他方、手
続き事項に関しては、出席し、かつ、投票する加盟国の単純多数決で意思決定が
行われることは、慣行として確立していると見なされて
(21)
いる。
そもそも国連、あるいは国連のもとでの国際諸機関や多数国間条約を含んだ国
連システムは、そこで新たに形成されていく国際法規範を実現する物理的強制力
を、ほとんどの場合持っていない。国連安保理の場合だけ、憲章第７章に基づく
強制行動を決定する権限を、一応憲章上付されて持っている。そのような法規範
実現の物理的強制手段を持たないというだけではなく、主権国家の併存という基
礎構造のなかで、機関の意思決定に関しても、有効で実効的な行動ができない場
(16) 注23、24参照。
(17) FCCC/CP/1995/7/Add.1
(18) A/AC.237/L.22/Rev.2
(19) Report of the Conference of the Parties on its First Session,held at Berlin from28
March to 7April1995(FCCC/CP/1995/7),Part One,Ⅱ,B para 9,10,pp.8.
(20) より正確に言えば、COP2以降、毎回の条約事務局の COP報告書において、それぞれ
の COPにおいて、 ルール42を除いた部分について手続き規則が適応されることが合意され
た、と記載されている。たとえば、FCCC/CP/2009/11,Part OneⅡ B,para 6-9.P.6.
(21) United Nations Framework Convention on Climate Change Handbook (2006,
Bonn)Climate Change Secretariat,“2.F.Draft rules of procedure”p.41.
研究会報告（杉山) 271
合も
(22)
多い。しかし、それにしても、たいていの国際機関の場合、最終的な投票に
よる意思決定の手続きが規則として策定されている、とみら
(23)
れる。国連の下の国
際組織の「限界」とはいうが、気候変動枠組条約や、リオ３条約以降の環境条約
のように、投票による意思決定手続が欠缺したままの機関が存在するというのも
本件を巡る問題の底深さを物語っているのかもし
(24)(25)
れない。
(22) 赤尾 信敏『前掲書』pp.243-237.
(23) たとえば、国連総会の投票手続きは、憲章第18条に規定されており、国連総会手続規則
のルール82、83及び85にそれらと同じ規定が置かれている（重要事項は、出席し、かつ、投
票するものの３分の２、手続事項は、出席し、かつ、投票するものの単純過半数、重要事項
か手続事項かは、手続事項など）。See A/520/Rev.15.また、安保理の意思決定方法も、憲
章第27条に規定され、同様に安保理手続規則でも規定されている。
(24) 気候変動枠組条約の意思決定方法については、COP3に先だって考え方が整理され、各
国の意見は、次のいずれかであることは明らかにされている（FCCC/CP/1997/5,Ⅱ6）。
①議定書の採択も含めてすべての実質事項に関する決定には、コンセンサスまたは「ジェネ
ラルアグリーメント」が必要。
②同様の決定は、出席し、かつ、投票する加盟国の４分の３の多数決。
③同様の決定は、出席し、かつ、投票する加盟国の３分の２の多数決。
④同様の決定は、double majority（即ち、附属書Ⅰ国についても、非附属書Ⅰ国について
も、それぞれの単純過半数が必要）。
⑤資金メカニズムに関する決定はコンセンサス、その他の実質事項の決定は３分の２。
⑥資金メカニズムに関する決定のみ double three-forth majority（上記④と同様に、附属
書Ⅰ国についても非附属書Ⅰ国についても、それぞれの４分の３が必要）。
⑦すべての実質事項に関する決定は、８分の７。但し、議定書の採択については、コンセン
サス。
⑧すべての実質事項に関する決定は、３分の２。但し、資金メカニズムに関する決定につい
ては、simple double majority（④と同様、附属書Ⅰ国及び非附属書Ⅰ国のそれぞれにつ
いて単純過半数が必要）。
このように、議論がなされてこなかったわけではなく、むしろ、資金などを巡って、多数を
占める途上国に決定権を握られたくない先進国サイドが議論をより複雑にした面があるよう
である。しかし、ここまで詳細に議論をして、かつ、相当の年月がたってしまうと、もはや
この点について新たな決着をみるのはかなり困難、とみるのが普通であろう。
(25) 筆者は、クロマグロ問題が議論されたので、2010年３月にドーハで行われた「絶滅のお
それのある野生動植物の種の国際取引条約」（CITES）（ワシントン条約）の第15回締約国
会合（COP15）に出席したが、ワシントン条約が国連の下で作成された条約ではないから
という訳ではないにしても、その議事手続が詳細な規則に基づいて一定の多数決によってか
なり整然と行われているとの印象を受けた。この意味で、気候変動枠組条約の COPは、実
効的な意思決定が問題にされやすい国連諸機関の中でも、特段の問題を抱えているといえる
のかもしれない。尤も、1992年のリオにおける「地球環境サミット」で成立した気候変動枠
組条約、生物多様性条約及び砂漠化防止条約の３条約は、機関決定を投票に付す手続きが最
終的に合意されていないので全会一致によらざるを得なくなっているという基本的構造は、
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（３) 京都議定書
(イ) 繰り返しみたように、気候変動枠組条約そのものには、種々の規定があ
るにもかかわらず、CO2等の温室効果ガスの削減に関わる具体的数値目標を達成
する義務を課す規定はない。これを具体的に規定すべく、第３回締約国会議
（COP3）で条約第17条にしたがって作成されたのが、京都議定書であった。
COP3は1997年12月１日から11日まで、各国代表、報道関係者及びNGO等総
勢一万人近い人が集まったと言われ、最後の局面では、クリントン政権のゴア副
大統領、主催国日本の橋本総理（いずれも当時）など首脳クラスも参加して、交
渉は難航を極めた、と
(26)
いう。いうまでもなく、議定書交渉の最大の焦点は、CO2
等の温暖化効果ガスの排出削減義務を、具体的な数値目標を持って、各国にどの
ように課すことができるか、という点にあった。（２）でみたように、元々、気
候変動枠組条約の中に、地球温暖化の原因となっている CO2等の人為的排出を
削減すべきは先進国であり、途上国側も削減努力を可能な範囲で行うとしても、
先進国はそれを資金面及び技術面で支援すべき立場にある、という根強い考えが
ある。長い紆余曲折の交渉の末、結局、京都議定書は、先進国（正確には、条約
附属書Ⅰ国）に対し、温室効果ガスの排出を、議定書附属書 Bに掲げるとおり、
1990年比で、2008年から2012年までの「第一約束期間」の５年間で、附属書 B
で規定された一定数値を削減することを、国際法上の義務とした。附属書 Bに
は、日本94、米国93といった数値が規定されているが、要するに、第一約束期間
中に、日本は1990年比で－６％、米国は－７％削減せよ、と言うのである（より
正確に言えば、日本については1990年の日本の排出量の94％を５倍した総排出量が、
2008年から2012年までの５年間に日本に認められた総排出量で、日本は第一約束期間の
全体の総排出量をこの割当量以下に抑える国際法上の義務を負った、ということであ
る）。カナダ－６％、ロシア０％、豪州＋８％等と各国別の義務の数値が規定さ
れている。当時の EU15カ国についても各国別の数値がされているが、議定書の
特段の規定（第４条）により、EUは全体で共同して一定の目標を達成すべき義
務が課され（これを「EUバブル」と呼ぶ）、それは－８％とさ
(27)
れた。
同じである。これら３条約の手続き規則を詳細にみると、具体的論点は完全に同一ではない
が、投票で機関決定をする手続き規則が成立していないためコンセンサスによらざるを得な
くなっているという点では、同じである。
(26) 進藤 雄介『前掲書』pp.56-65.田邊 敏明『地球温暖化と環境外交―京都会議の攻防
とその後の展開』（時事通信社、1995年５月）pp.159-244.
(27) もっとも、その後の交渉で、日本については、－3．8％分が森林吸収源対策で認められ、
さらに、－1．6％分が京都メカニズムによるクレジット購入でオフセットされることが認めら
れたので、実際の CO2等の排出削減（厳密には、このための民間クレジットによる削減分
も含む）はー0．6％である（しばしば、この0．6％分のことを「真水」＝clear waterと呼ぶ）。
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(ロ) このように、京都議定書は、初めて主権国家に温室効果ガスの削減を国
際法上の義務として課し、かつ、具体的な数値目標としてこれを達成すべきもの
とした点において、歴史的な意義を持つ。京都という日本の古都でこれを大木環
境庁長官（当時）の議長の下で主催した我が国としても、この意味において、大
いに誇りに思ってしかるべき議定書である。しかしながら、同時に、少なくとも
現時点から振り返ってみれば、達成すべき地球温暖化防止という目的からして、
道半ばの、完成物とは言い難いものになっており、条文のすべてを改正する必要
があるとまでいうわけではないが、根本的な見直しは必要とされている、と思わ
れる。その理由を簡単に記せば、次の通りである。
① 議定書作成時の段階では最大排出国であった米国（1990年のエネルギー期限
の CO2排出量で世界全体の約23％）は、交渉の最終段階でゴア副大統領が参加し、
上記（イ）の削減義務の数値を含め交渉において主導的役割を果たしたにもかか
わらず、そして、議定書の採択に賛成をし、その後署名も行ったにもかかわら
ず、議会の承認を得られないという理由で、最終的にこの議定書を「受諾」せ
ず、したがって、締約国にはならなかった。クリントン政権のあとのブッシュ政
権は、むしろ京都議定書の締約国にならないことを積極的に表明した。1919年の
パリ講和会議で「フォーティーン・ポインツ」の第14項において、国際連盟の設
立を提唱し、パリ講和会議においても国際連盟規約の成立に大きな貢献をしたウ
ッドロー・ウイルソン大統領が、帰国後議会の「孤立主義」の伝統による反対に
あって、結局連盟の加盟国に最初から最後までならなかったことと、同じマグニ
チュードの歴史的事件とまではいえまいが、何か類似するものがあるように感じ
られる。いずれにせよ、当時、４分の１近くの最大排出国が、この歴史的な義務
を負う議定書に入らなかったわけであるから、これだけでも、京都議定書は、き
わめて不十分なものであるといわざるを得まい。
② さらに、最近のめざましい産業の発展に伴って、2008年の統計（エネルギ
ー起源の CO2排出量、国際エネルギー機関（IEA）の発表）では、米国（19％）を抜
き、世界第一の排出国となった中国（約22％）をはじめとする非附属書Ⅰ国（要
するに、発展途上国）には、CO2排出削減の義務が、具体的な形では何ら課され
ていない。米・中をとってみただけで、世界の排出の40％以上になっているの
に、そこには何らの削減義務がない、ということになる。1990年時点では、先進
国（附属書Ⅰ国）の総排出量は世界の60％を超えていたけれども、2008年時点で
京都議定書に基づき CO2等の排出削減義務がかかっている量は、世界の総排出
量の約27％でしか無くなっている。逆に言えば、京都議定書の締約国にならなか
った米国、締約国ではあるが議定書上の削減義務がかかっていない中国を含め
て、議定書上の削減義務のない国の排出総量が約73％にのぼっている、というわ
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けである（図１参照）。これでは、道半ばというよりも更に遠い、と言うべきな
のかもしれないことが理解されよう。
③ 現在の排出量の割合からすると中国、米国が二大排出国といえるが、中国
とともにめざましい経済発展を実現しつつある新興経済国として、インド、ブラ
ジル及び南アフリカの重要性もあげられる。中でもインドは総排出量をみると、
2008年の時点で全世界の4．9％と、日本の3．9％をしのぐ量になっている。これら
４大新興国は、昨年後半に「BASIC」と呼ばれる新たなグループを結成し、気
候変動の国際交渉に協調して対応するようになってきた。もとより「共通に有し
ているが差異のある責任」の原則はある。そして、これら４大新興国の間でも、
事情は同一ではあるまい。しかし、繰り返しみてきたように、条約の附属書Ⅰの
先進国のみに削減の国際法上の義務をかけていただけでは、地球温暖化防止に有
効たり得ないということについては、異論の挟む余地はないのではないか。京都
議定書の歴史的意義を誇りつつ、また、その大枠のすべてを変更するわけではな
くても、議定書を現状にあわせて、より実効的な、そして、より公平な枠組みに
書き換えるべし、というのは、このような議論の当然の帰結のように思われる。
④ 以上に比べると、やや技術的な論点に見えようが、それ以外にも、議定書
の規定の仕方を考え直す必要があるのではとみられる点がある。それは、上述の
ように、すべての主要排出国による CO2等の排出削減の何らかの国際的合意を
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達成して、地球温暖化防止のためのより公平、かつ、実効性のある国際的枠組み
の構築が必要だとしても、京都議定書にあるような排出量の数値目標
（Quantified Emission Limitation and Reduction Commitments,QELRCs）、あるいは
総量割り当て規制（Assigned Amount Unit、AAU）を続けるのがよいか（「すべて
の主要排出国による意欲的な目標の合意」とはいっても、「歴史的責任論」もあり、皆
同様のAAUを課すということは現実的ではあるまい）、その基準年はこれまでと同
様に1990年にするのがよいのか、さらには、京都議定書は、排出削減を促進する
ために補完的措置として市場メカニズムを導入し、排出権取引（議定書第17条）、
共同実施（第６条）そしてクリーン開発メカニズム（CDM,第12条）という、いわ
ゆる「京都メカニズム」を規定しているが、QELRCsとかAAUでない削減義
務のかけ方をするとしたときに、この「京都メカニズム」をどうするか、などと
いった諸点である。特に、最後の点は、CO2等の排出削減のために、一定の基準
値に対して CO2等に価格をつけて市場で取引することによって削減を一層促進
しようとする「カーボン・マーケット」の考え方に深く関わっており、これにつ
いてこれからどのように国際的な制度構築を推し進めてゆくかは、国際経済・社
会、いや、国際政治の基本を変えかねない重要さを孕んだ大きな問題と思わ
(28)
れる。
（2011年１月10日脱稿)
(28) キャップ・アンド・トレードによるカーボン・マーケットの成立は、今後の米国や我が
国の法整備がどうなるかにもよるが、場合によっては、国際社会の政治・経済・社会構造に
決定的に大きな影響を与える市場の誕生につながるかもしれない。既に、京都メカニズムの
下でのクリーン開発メカニズム（CDM、先進国と途上国間でのクレジットによるオフセッ
ト）は、2009年には総額約28億ドルの規模に達し、その72％が中国に流れている。また、
EU－ETSの中では、ECX（ロンドン欧州取引所）が欧州の取引の88．5％をカバーしてい
て、その取引量は、2005年には約１億トンだったものが、2006年５億トン、2007年10億ト
ン、2008年25億トン、そして2009年には約46億トンと、飛躍的に拡大している。米国でも、
ワックスマン＝マーキー法案は既に昨年下院を通過、上院では、ケリー＝リーバーマン法案
が審議されており、何らかのキャップ・アンド・トレードシステムが米国連邦レベルで成立
するかが焦点の一つになっている。なお、わが国でも、地球温暖化対策法案が国会に提出さ
れて審議中で（以上は、2010年６月10日時点）、その中では、排出量取引制度の新設が謳わ
れていて、具体的な制度構築は、法案成立後一年を目処に別途の法律によって確立されるこ
とが議論されている。尤も、本校執筆の2011年１月の時点では、近い将来、米国でキャッ
プ・アンド・トレードシステムを含む気候変動法案が成立する見通しは高くなく、日本の法
案の行方も不透明といわざるを得ない状況である。しかし、にもかかわらず、この「カーボ
ン・マーケット」に係わる問題は、もう少し中期、長期の視点で見た場合に、経済・社会に
及ぼす現実の影響という点では、気候変動問題の中でも最大の焦点とも言える問題のように
思われる。
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